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研究成果の概要（和文）：　江戸時代に人口の停滞した東北日本とは異なり，人口増加が比較的大きかった（年
率0.2％弱）西日本の一典型である石見・出雲においては，漁業に付随した行商と廻船が隆盛した沿海地域，お
よび新田開発を含む水田農業の発展した中間地域，たたらなどの鉱山業を含む産業をもつ山間地域という3地域
に区分が可能であり，それぞれ前資本主義的な産業展開にともなって自然増加を中心とする独特の人口増加傾向
が顕在化し，そこに飢饉の衝撃による人口減と回復の過程が含まれた。

研究成果の概要（英文）：Iwami-Izumo region was a typical region of the western Japan where the 
population increased (annually slightly less than 0.2%) over the period of from 1721 to 1846 which 
is remarkable compared with that it decreased in the eastern Japan. Regarding to Iwami-Izumo region,
 we found that the region can be divided into three areas: seaside, intermediate and mountainous; in
 the seaside area, fish peddling and shipping along with fishery boosted; in the intermediate area, 
rice cropping evolved including field-developing; and in the mountainous area, iron producing and 
mining other metals attracts workers. Each area by the economic activities in the mode of 
pre-capitalist production sustained its specific level of population increase through mostly natural
 increase including sudden contraction by the famine and the restoration thereafter. 

研究分野：歴史人口学
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１．研究開始当初の背景 
 近年，開発途上地域においても女性 1人あ
たりの子ども数が 2を下回る低出生率が出現
するなど，高出生率から低出生率の変化(出生
力転換， fertility transition，人口転換
demographic transition）が近代化・経済発
展にともなって段階的に実現するものとい
う古典的人口転換理論 (Notestein l953; 
Thompson l930)に対する見直しの機運が起
こるとともに，欧米においてあらためて近代
化にともなう出生力転換についてヨーロッ
パなど各地の人口史料を発掘しつつ研究が
盛んに行われている。 
 日本の出生力転換について，一般に出生率
低下の開始は 1920 年頃と言われてきたが，
近年，出生率は幕末に上昇の局面があり，以
後かなりの時間をおいて低下が始まったと
されている。近代化，産業化は，ただちに出
生率低下をもたらしたわけではなく，労働市
場や家族制度，人々の意識に変化をもたらし，
その結果，結婚年齢や結婚生活に影響を及ぼ
し，出生力変化をもたらしたと考えられる。
しかも，これらの状況は西南日本(晩婚・高出
生率)と東北日本（早婚・低出生率）の差異を
はじめとして，地域ごとに多様である。たと
えば，人口転換の前段階としての出生率上
昇・人口増加について幕末には起こらなかっ
た地域も多いことが知られている。従来，歴
史人口学的研究は，良質の長期的な史料の残
る少数の限定された村における分析に基づ
いており，地域の多様性については十分検討
されていない。また，近代的な統計が開始さ
れる以前の分散的で，体系的でない小地域の
統計や信頼性に問題がある統計から有効な
情報を取り出す方法の開発・適用が遅れてい
る。 
しかし，出生力転換開始の過程は，むしろ各
地域での多様な状況を比較研究することに
よって基本的な特質を明らかにできるもの
と考えられる。このため，ほぼ同様な社会的
条件にあるあるまとまりを持った地域にお
ける集落ごとの小地域的な差異をも情報と
して活用し，個々の小地域の条件とその人口
再生産機構との関係を検討することにより，
人口転換がどのような社会的変化によって
引き起こされたのか，その社会経済要因を解
明することができる。 
従来の研究において，江戸時代日本における
人口動態には，西南日本(晩婚・高出生率)，
東北日本（早婚・低出生率）の差とともに，
都市（低出生・高死亡），農村(高出生・低死
亡)の差が存在したことが知られていて，した
がって，その後の出生転換の過程は西南日本
農村と東北日本農村においてそれぞれ，都市
との相互作用を持ちながら異なる様相をも
ったものと考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究は，日本の近代化・産業化がその開始
にともなって直ちに出生力低下を起こさず，

逆に，出生力上昇や出生力の高止まり・停滞
を続けた理由を解明し，これによって，それ
以前の前近代日本の出生率が欧米に比べて
比較的低い水準にとどまっていたこと,また，
第 2 次大戦後の出生率低下の世界に例を見
ない急速さについて，新しい解釈を導くこと
を目的とする。すなわち，近代化・産業化は，
まず大多数の人々が家族らしい家族の形成
を経験することをもたらし，出生率低下では
なく，むしろ出生率上昇をもたらしたこと，
また，結婚年齢を上昇させるものの，結婚出
生率は労働強度，栄養水準などが緩和・向上
することにより抑制されていた水準から上
昇することになったことなど日本の出生力
転換の開始期の人口再生産の特徴を明らか
にするものである。 
 
３．研究の方法 
１）西南日本農村の典型としての石見地域お
よびこれと対比して東北日本農村のひとつ
の典型としての奥州安達・羽州村山地域につ
いて，江戸期の宗門改帳および明治大正期の
旧町村別統計により出生力低下開始前の幕
末からの出生力上昇とその後の低下につい
て，出生率，結婚率，結婚出生率の指標を算
出し，その変動を明らかにし，東西 2地域間
の比較をする。 
２）上記 2地域の社会経済要因（教育，宗教，
農業，金融，商工業，物価，世帯・家族，交
通条件，軍事，医療など）について，旧町村
別に得られる資料・統計を収集し，それぞれ
分析に利用可能な指標を開発・算出し，その
変動を明らかにし，2地域間の比較をする。 
３）上記 2地域について，上記の 2側面に分
けた出生力と上記社会経済要因の統計は各
地域内において欠ける地域が生じ，また，得
られた値は変動が大きいので，ある地点につ
いてその周辺の値の情報に基づくベイズ推
計などにより変動・空隙の補正・補間を行う。 
その上で，回帰分析などにより出生率低下
の要因分析を行い，その地域間比較を行い，
日本全体においてどのような社会経済要因
が結婚率低下，結婚出生率低下によって出生
率低下をもたらしたものかを考察する。また，
この出生率の統制がどのように可能になっ
たかを考察する。 
 
４．研究成果 
 (1)江戸時代の石見国沿岸部の人口増加は，
漁業に付随した行商と廻船の隆盛に伴って
周辺の山間部に位置する農村から吸収する
形で海岸部へ人口が移動したために生じた
と従来考えられてきた。しかし和木の人口増
加の実態を見ると、流入はほとんどなく、村
内世帯の分家によって世帯数が増加し、比例
して人口も増加していたことが明らかにな
った。 
 (2)出雲国神門郡の 18 世紀末から 19 世紀
半ばまでの102村の村単位の人口の記録によ
り，沿海，中間，山間の三地域区分により人



口動向を分析し，沿海地域では人口増加率が
最も大きいが，天保の飢饉と見られる 1837
年における人口減少率はもっとも大きかっ
た。ここに沿海地域の人口の特徴がみられる。 
 (3)歴史人口学において出生力の計測は有
配偶出生率の算出から始まり，第二段階では
結婚パターンとの関係が注目され，合計出生
率 TFR の計測へと進んだ。日本では生涯未婚
率が低くTFRではヨーロッパと大差ないので
はないか。出生率は地域差,時代差，階層差
の存在に注意して捉える必要がある。出生制
限に関して歴史人口学では評価が「振り子」
状況を示している。 
 (4)1883 年の 5 歳階級別推計人口と推計生
命表生残率を利用して，1800 年代初めに幕府
調査修正人口が 3100 万人になるように逆進
推計する。その結果，人口増加率が得られ，
又生残率の変化（徐々に上昇）の仮定により
死亡率の 19 世紀以後の僅かな低下，出生率
の上昇の緩やかな上昇が得られた。1840 年代
以降の人口増加は出生率の上昇が主要な要
因であったといえる。 
 (5)国勢調査以前からの『島根県統計書』
のデータを活用して年齢構造の影響を除去
した出生力・死亡力を 1905-1935 年の 30 年
間の各5年次において島根県市郡別に算出し，
出生力は概ね上昇した反面，死亡力は低下傾
向をしめしたこと，市郡別の水準は全県の変
化と概ね連動していたが，松江市はやや特異
に低下速度が大きかったこと，死亡力の高い
地域では出生力も高い傾向があり，死亡力が
出生力を規定するひとつの要因であったこ
と，など人口転換のメカニズムを地域的に明
らかにした。 
 (6）以上の研究成果をまとめると，江戸時
代に人口の停滞した東北日本とは異なり，人
口増加が比較的大きかった西日本について
従来，その人口増加のメカニズムについて，
具体的な研究が乏しかったが,その一典型で
ある石見・出雲地域においてとくに沿海地域，
中間地域，山間地域という 3地域に区分が可
能であり，それぞれ前資本主義的な産業展開
にともなって自然増加を中心とする独特の
人口増加傾向が顕在化していったことを明
らかにしたことは，中規模地域における地域
差を通じて近代的な人口増加の開始，人口転
換の開始を明らかにするという新たな方法
とともに具体的な知見を提示することがで
きたといえる。 
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